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２ 生活介護事業所の実態調査 

 
集計にあたっての事業所形態区分は以下のとおりである。 

   生活介護のみ（n=333）： 事業所の形態が「生活介護事業所のみ（通い）」 

   多機能型  （n=226）： 事業所の形態が「多機能型」または「重心多機能」 

 

(1) 事業所の基本情報 

①法人種別 

法人種別は、「社会福祉法人（社会福祉協議会以外）」が 51.3%と多くなっている。 

図表 1 法人種別 

 
 
②開設時期 

事業所の開設時期は、「2015～2019 年」が 27.3%、「2010～2014 年」が 26.8%、「2020 年以降」

が 25.7%、「2010 年以前」が 20.3%となっている。 

図表 2 開設時期 

 

  

3.3 

3.0 

4.0 

51.3 

50.2 

56.6 

19.8 

21.0 

14.2 

4.9 

4.5 

5.3 

19.0 

20.7 

18.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

都道府県、市区町村、広域連合、一部事務組合 社会福祉協議会

社会福祉法人（社会福祉協議会以外） 医療法人

営利法人（株式･合名･合資･合同会社） 社団法人・財団法人

特定非営利活動法人（ＮＰＯ） その他の法人

無回答

20.3 

23.4 

19.0 

26.8 

27.0 

30.5 

27.3 

24.9 

28.8 

25.7 

24.6 

21.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

2010年以前 2010～2014年 2015～2019年 2020年以降 無回答
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③事業所の形態 

事業所の形態は、「生活介護事業所のみ（通い）」が 54.4%、「多機能型」が 34.5%となっている。 

図表 3 事業所の形態 

 
 
④併設サービス・多機能型として実施するサービス 

生活介護事業所に併設するサービス・多機能型として実施するサービスについて聞いたところ、「就労継

続支援Ｂ型」が 30.4%、「日中一時支援事業（地域生活支援事業）」が 17.5%、「障害児通所サービス」が

10.5%等となっている。なお、「無回答」は併設・多機能型なしの場合で、43.3%となっている。 

図表 4 併設サービス・多機能型として実施するサービス〔複数回答〕 

 
 

  

障害者支援施設の昼間
実施サービス

1.6%

生活介護事業所のみ
（通い）
54.4%

基準該当
0.2%

多機能型
34.5%

重心多機能
2.5%

共生型
5.7%

無回答
1.1%

全体 [n=612]

1.5 

2.8 

1.3 

1.0 

30.4 

0.5 

6.0 

10.5 

17.5 

43.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

就労定着支援

共同生活援助

障害児通所サービス

日中一時支援事業（地域生活支援事業）

無回答

全体 [n=612]
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⑤事業の主たる対象とする障害種別 

事業の主たる対象とする障害種別を定めているかどうかを聞いたところ、定めている事業所では、「知的

障害」が 66.7%、「身体障害」が 41.2%、「精神障害」が 33.2%となっている。一方、「定めていない」

は 26.5%となっている。 

図表 5 事業の主たる対象とする障害種別〔複数回答〕 

 
 
⑥定員数等 

定員数等について聞いたところ、令和６年９月の１事業所あたりの平均で、定員数が 20.8 人、開所日数が

21.6 日、延べ利用者数が 305.9 人、登録者数が 22.1 人となっている。 

図表 6 定員数等 

 全体 [n=572] 生活介護のみ [n=316] 多機能型 [n=210] 

定員数（人） 20.8 23.5 16.4 
開所日数（日） 21.6 21.5 21.3 
延べ利用者数（人） 305.9 362.5 262.0 
登録者数（人） 22.1 25.7 19.0 
延べ利用者数/登録者数 13.9 14.1 13.8 

 

事業所の利用者で強度行動障害を有する者、重症心身障害者の割合が半数以上かどうかで区分して定員数

等を見ると、強度行動障害を有する者が 50%以上の事業所では、延べ利用者数、登録者数等の多い傾向が見

られる。一方、重症心身障害者が 50%以上の事業所では、延べ利用者数、登録者数等が少なくなっており、

登録者１人あたりの出席日数（延べ利用者数/登録者数）も少ない傾向が見られる。 

図表 7 定員数等（強度行動障害者・重心者の割合別） 

 全体 [n=572] 
強度行動障害を有する者の割合 重症心身障害者の割合 
50%以上 
[n=105] 

50%未満 
[n=452] 

50%以上 
[n=45] 

50%未満 
[n=512] 

定員数（人） 20.8 23.6 20.2 18.1 21.1 
開所日数（日） 21.6 21.3 21.6 21.8 21.6 
延べ利用者数（人） 305.9 386.1 287.3 215.7 313.8 
登録者数（人） 22.1 25.8 21.1 18.1 22.4 
延べ利用者数/登録者数 13.9 15.0 13.6 11.9 14.0 

41.2 

66.7 

33.2 

12.6 

3.6 

26.5 

1.3 

42.0 

72.4 

34.8 

15.3 

3.9 

22.5 

0.3 

40.3 

65.5 

32.7 

9.7 

3.5 

29.2 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害

知的障害

精神障害

難病

その他

定めていない

無回答

全体 [n=612] 生活介護のみ [n=333] 多機能型 [n=226]
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⑦運営規程上の営業日と営業時間 

運営規程上の営業日については、平日は、「営業日」が令和５年９月で 95.8%、令和６年９月で 93.1%

となっている。営業時間は、平均で令和５年９月が 7.6 時間、令和６年９月が 7.7 時間となっている。 

図表 8 運営規程上の営業日_令和５年９月_平日 

 
図表 9 運営規程上の営業日_令和６年９月_平日 

 
図表 10 運営規程上の営業時間_平日 

（単位：時間） 全体 [n=567] 生活介護のみ [n=314] 多機能型 [n=214] 

令和５年９月 7.6 7.7 7.5 

（単位：時間） 全体 [n=566] 生活介護のみ [n=313] 多機能型 [n=211] 

令和６年９月 7.7 7.8 7.6 

 
令和５年９月から令和６年９月の営業時間の変化を見ると、「変化なし」が 87.3%、「増加」が 11.5%、

「減少」が 1.3%となっている。 

図表 11 営業時間の変化_平日 

 
 

95.8 

97.5 

96.0 

4.2 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=597]

生活介護のみ [n=323]

多機能型 [n=224]

営業日 休業日 無回答

93.1 

94.6 

93.8 

6.9 

5.4 

6.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

営業日 休業日 無回答

11.5 

11.8 

11.2 

87.3 

87.6 

87.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=550]

生活介護のみ [n=306]

多機能型 [n=205]

増加 変化なし 減少 無回答
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土曜日は、「営業日」が令和５年９月で 48.6%、令和６年９月で 48.2%となっている。営業時間は、平

均で令和５年９月が 7.2 時間、令和６年９月が 7.4 時間となっている。なお、「無回答」が比較的多くなっ

ているが、休業日を回答しなかった場合等が含まれると推察される。 

図表 12 運営規程上の営業日_令和５年９月_土曜日 

 
図表 13 運営規程上の営業日_令和６年９月_土曜日 

 
図表 14 運営規程上の営業時間_土曜日 

（単位：時間） 全体 [n=287] 生活介護のみ [n=147] 多機能型 [n=112] 

令和５年９月 7.2 7.3 7.1 

（単位：時間） 全体 [n=291] 生活介護のみ [n=148] 多機能型 [n=114] 

令和６年９月 7.4 7.4 7.3 

 
令和５年９月から令和６年９月の営業時間の変化を見ると、「変化なし」が 82.2%、「増加」が 15.2%、

「減少」が 2.5%となっている。 

図表 15 営業時間の変化_土曜日 

 
 

48.6 

45.8 

50.0 

40.7 

44.9 

39.3 

10.7 

9.3 

10.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=597]

生活介護のみ [n=323]

多機能型 [n=224]

営業日 休業日 無回答

48.2 

44.7 

51.3 

32.8 

36.6 

31.4 

19.0 

18.6 

17.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

営業日 休業日 無回答

15.2 

13.6 

18.5 

82.2 

84.3 

78.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=276]

生活介護のみ [n=140]

多機能型 [n=108]

増加 変化なし 減少 無回答
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日曜日は、「営業日」が令和５年９月で 23.5%、令和６年９月で 22.4%となっている。営業時間は、平

均で令和５年９月が 7.6 時間、令和６年９月が 7.7 時間となっている。なお、「無回答」が比較的多くなっ

ているが、休業日を回答しなかった場合等が含まれると推察される。 

図表 16 運営規程上の営業日_令和５年９月_日曜日 

 
図表 17 運営規程上の営業日_令和６年９月_日曜日 

 
図表 18 運営規程上の営業時間_日曜日 

（単位：時間） 全体 [n=136] 生活介護のみ [n=85] 多機能型 [n=39] 

令和５年９月 7.6 7.6 7.7 

（単位：時間） 全体 [n=136] 生活介護のみ [n=87] 多機能型 [n=36] 

令和６年９月 7.7 7.7 7.7 

 
令和５年９月から令和６年９月の営業時間の変化を見ると、「変化なし」が 82.9%、「増加」が 14.7%、

「減少」が 2.3%となっている。 

図表 19 営業時間の変化_日曜日 
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26.6 

17.9 
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60.1 

68.3 

14.1 

13.3 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=597]

生活介護のみ [n=323]

多機能型 [n=224]

営業日 休業日 無回答

22.4 

26.1 

15.9 

52.0 

49.2 

58.4 

25.7 

24.6 

25.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

営業日 休業日 無回答

14.7 

14.5 

20.6 

82.9 

84.3 

73.5 5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=129]

生活介護のみ [n=83]

多機能型 [n=34]

増加 変化なし 減少 無回答
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祝日は、「営業日」が令和５年９月で 25.0%、令和６年９月で 24.5%となっている。営業時間は、平均

で令和５年９月が 7.6 時間、令和６年９月が 7.7 時間となっている。なお、「無回答」が比較的多くなって

いるが、休業日を回答しなかった場合等が含まれると推察される。 

図表 20 運営規程上の営業日_令和５年９月_祝日 

 
図表 21 運営規程上の営業日_令和６年９月_祝日 

 
図表 22 運営規程上の営業時間_祝日 

（単位：時間） 全体 [n=144] 生活介護のみ [n=90] 多機能型 [n=39] 

令和５年９月 7.6 7.6 7.7 

（単位：時間） 全体 [n=148] 生活介護のみ [n=94] 多機能型 [n=38] 

令和６年９月 7.7 7.7 7.8 

 
令和５年９月から令和６年９月の営業時間の変化を見ると、「変化なし」が 83.5%、「増加」が 14.4%、

「減少」が 2.2%となっている。 

図表 23 営業時間の変化_祝日 

 
 

25.0 

28.2 

18.3 

61.6 

59.4 

67.9 

13.4 

12.4 

13.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=597]

生活介護のみ [n=323]

多機能型 [n=224]

営業日 休業日 無回答

24.5 

28.5 

16.8 

51.3 

48.6 

58.4 

24.2 

22.8 

24.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

営業日 休業日 無回答

14.4 

14.8 

19.4 

83.5 

84.1 

75.0 5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=139]

生活介護のみ [n=88]

多機能型 [n=36]

増加 変化なし 減少 無回答
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(2) 生活介護利用者の受入等の状況 

①生活介護の実利用者数 

生活介護の実利用者数は、１事業所あたりの平均で、合計人数が 20.8 人となっている。障害支援区分別で

は、区分６の利用者が 8.2 人、区分５の利用者が 5.9 人、区分４の利用者が 4.5 人等となっている。 

図表 24 生活介護の実利用者数 

（単位：人） 全体 [n=588] 生活介護のみ [n=321] 多機能型 [n=220] 

区分１ 

利用者 0.0 0.0 0.1 
うち、強度行動障害を有する者 0.0 0.0 0.0 
うち、重症心身障害者 0.0 0.0 0.0 
うち、医療的ケアを要する者（重心以外） 0.0 0.0 0.0 

区分２ 

利用者 0.3 0.3 0.3 
うち、強度行動障害を有する者 0.0 0.0 0.0 
うち、重症心身障害者 0.0 0.0 0.0 
うち、医療的ケアを要する者（重心以外） 0.0 0.0 0.0 

区分３ 

利用者 1.8 2.0 1.6 
うち、強度行動障害を有する者 0.0 0.1 0.0 
うち、重症心身障害者 0.0 0.0 0.0 
うち、医療的ケアを要する者（重心以外） 0.0 0.0 0.0 

区分４ 

利用者 4.5 5.0 4.1 
うち、強度行動障害を有する者 0.4 0.6 0.3 
うち、重症心身障害者 0.0 0.0 0.0 
うち、医療的ケアを要する者（重心以外） 0.0 0.0 0.0 

区分５ 

利用者 5.9 7.0 5.1 
うち、強度行動障害を有する者 1.8 2.2 1.5 
うち、重症心身障害者 0.1 0.2 0.1 
うち、医療的ケアを要する者（重心以外） 0.0 0.1 0.0 

区分６ 

利用者 8.2 10.5 5.9 
うち、強度行動障害を有する者 2.9 4.0 1.9 
うち、重症心身障害者 1.8 2.2 1.4 
うち、医療的ケアを要する者（重心以外） 0.4 0.6 0.2 

非 該 当 ・
その他 

利用者 0.0 0.0 0.0 
うち、強度行動障害を有する者 0.0 0.0 0.0 
うち、重症心身障害者 0.0 0.0 0.0 
うち、医療的ケアを要する者（重心以外） 0.0 0.0 0.0 

合計 20.8 24.8 17.1 

 
利用者のうち、強度行動障害を有する者、重症心身障害者、医療的ケアを要する者（重心以外）が半数以

上を占める事業所の割合を見ると、強度行動障害を有する者の利用が 50%以上の事業所は 18.0%、重症心

身障害者の利用が 50%以上の事業所は 8.2%、医療的ケアを要する者（重心以外）の利用が 50%以上の事

業所は 0.5%となっている。 

図表 25 強度行動障害利用者等の割合区分 

 

18.0

8.2

0.5

78.1 

87.9 

95.6 

3.9 

3.9 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強度行動障害を有する者の割合 [n=612]

重症心身障害者の割合 [n=612]

医療的ケアを要する者（重心以外）の割合 [n=612]

50%以上 50%未満 無回答
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生活介護の実利用者のうち、重症心身障害者や医療的ケアが必要な障害者の利用人数を聞いたところ、平

均で該当者の合計 6.1 人、うち、超重症者が 0.9 人、準超重症者が 1.2 人、超重症者、準超重症者以外の医

療ニーズが高い障害者が 1.6 人、不明が 2.3 人となっている。 

図表 26 重症心身障害者等の利用人数 

（単位：人） 全体 [n=157] 生活介護のみ 
[n=92] 多機能型 [n=56] 

超重症者 0.9 0.9 1.1 
準超重症者 1.2 1.6 0.7 
超重症者、準超重症者以外の医療ニーズが高い障害者 1.6 1.8 1.4 
不明 2.3 2.3 2.2 
合計 6.1 6.6 5.4 

 

生活介護の障害種別の実利用者数については、平均で身体障害が 4.5 人、知的障害が 14.8 人、精神障害

が 1.3 人、難病等が 0.2 人となっている。 

図表 27 生活介護の障害種別の実利用者数 

（単位：人） 全体 [n=579] 生活介護のみ [n=315] 多機能型 [n=218] 

身体障害 4.5 5.5 3.2 
知的障害 14.8 17.8 12.5 
精神障害 1.3 1.4 1.3 
難病等 0.2 0.2 0.2 
合計 20.8 24.8 17.2 
（再掲）発達障害 1.1 1.0 1.3 
（再掲）高次脳機能障害 0.2 0.3 0.1 
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②重症心身障害者の受け入れ状況 

重症心身障害者の受け入れに関し、現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価を聞いたところ、「受

け入れコストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）」が 47.4%とな

っている。 

図表 28 重症心身障害者の受け入れに関する現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価 

 
 

重症心身障害者の利用者の有無別で見ると、重症心身障害者の利用者がいる事業所で、「受け入れコスト

があまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）」の割合が高くなっている。 

図表 29 重症心身障害者の受け入れに関する現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価（利用者有無別） 

 
 

 

  

13.2 

12.3 

16.4 

47.4 

51.4 

42.5 

32.2 

29.7 

34.5 

4.1 

3.9 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

受け入れコストを十分評価したものになっている（基本報酬・加算でコストをおおむねカバーできる）

受け入れコストを一部評価したものになっている（基本報酬・加算である程度のコストはカバーできる）

受け入れコストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）

その他

わからない

無回答

13.2 

20.7 

10.5 

47.4 

58.6 

44.2 

32.2 

14.8 

39.6 

4.1 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

有 [n=169]

無 [n=419]

受け入れコストを十分評価したものになっている（基本報酬・加算でコストをおおむねカバーできる）

受け入れコストを一部評価したものになっている（基本報酬・加算である程度のコストはカバーできる）

受け入れコストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）

その他

わからない

無回答
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重症心身障害者の受け入れに関し、重症心身障害者の受け入れの課題を聞いたところ、「医療的ケアの提

供が難しい」が 67.3%と最も多く、次いで、「重症心身障害に対応できる看護職員や喀痰研修修了者など医

療的ケアの実施できる職員が不足している」が 66.2%、「施設・設備面で受け入れが難しい」が 62.4%、

「現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手薄になる不安がある」が 56.9%となってい

る。 

図表 30 重症心身障害者の受け入れの課題〔複数回答〕 

 
 

  

62.4 

67.3 

28.8 

66.2 

30.9 

56.9 

27.8 

21.9 

3.4 

3.8 

63.7 

66.4 

27.3 

68.5 

31.2 

55.6 

32.1 

19.2 

3.9 

2.4 

63.3 

71.7 

28.8 

66.8 

29.2 

58.4 

22.1 

23.9 

2.7 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

医療的ケアの提供が難しい

重症心身障害者への意思決定支援に基づいた個別支援が難
しい

重症心身障害に対応できる看護職員や喀痰研修修了者など
医療的ケアの実施できる職員が不足している

現在の職員体制で受け入れた場合、限られた日数しかサービ
ス提供できない

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手
薄になる不安がある

他の利用者への影響や関係性に不安がある

支援に関しスキルアップを図る機会（研修等）や外部のサポー
トを得る機会が少ない

その他

無回答

全体 [n=612] 生活介護のみ [n=333] 多機能型 [n=226]
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重症心身障害者の利用者の有無別で重症心身障害者の受け入れの課題を見ると、重症心身障害者の利用者

がいない事業所で、「医療的ケアの提供が難しい」「施設・設備面で受け入れが難しい」等の課題をあげる

割合が比較的高くなっている。 

図表 31 重症心身障害者の受け入れの課題（利用者有無別）〔複数回答〕 

 
 

  

62.4 

67.3 

28.8 

66.2 

30.9 

56.9 

27.8 

21.9 

3.4 

3.8 

38.5 

46.7 

32.5 

56.8 

36.7 

55.6 

16.0 

23.7 

5.3 

4.7 

72.8 

76.6 

27.2 

71.6 

29.6 

57.8 

31.5 

21.0 

2.9 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

医療的ケアの提供が難しい

重症心身障害者への意思決定支援に基づいた個別支援が難
しい

重症心身障害に対応できる看護職員や喀痰研修修了者など
医療的ケアの実施できる職員が不足している

現在の職員体制で受け入れた場合、限られた日数しかサービ
ス提供できない

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手
薄になる不安がある

他の利用者への影響や関係性に不安がある

支援に関しスキルアップを図る機会（研修等）や外部のサポー
トを得る機会が少ない

その他

無回答

全体 [n=612] 有 [n=169] 無 [n=419]
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重症心身障害者の受け入れに関する現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価の別で、重症心身障害

者の受け入れの課題を見ると、受け入れが基本報酬等で評価されていると感じる事業所に比べて、評価され

ていないと感じる事業所で課題をあげる割合が比較的高くなっている。また、評価について「わからない」

という事業所では、「医療的ケアの提供が難しい」「施設・設備面で受け入れが難しい」等の割合が高くな

っている。 

図表 32 重症心身障害者の受け入れの課題（基本報酬等評価別）〔複数回答〕 

 
 

重症心身障害者の利用者がいない事業所に、重症心身障害者の受け入れ可否を聞いたところ、「受け入れ

は難しい」が 69.7%となっている。 

図表 33 重症心身障害者の受け入れ可否 

 

62.4 

67.3 

28.8 

66.2 

30.9 

56.9 

27.8 

21.9 

3.4 

3.8 

51.6 

52.7 

26.4 

53.8 

25.3 

56.0 

22.0 

22.0 

3.3 

3.3 

58.6 

67.2 

31.7 

73.4 

37.9 

64.5 

30.7 

22.8 

3.1 

2.4 

77.7 

79.2 

25.9 

66.5 

26.4 

50.3 

27.9 

20.8 

3.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

医療的ケアの提供が難しい

重症心身障害者への意思決定支援に基づいた個別支援が難し
い

重症心身障害に対応できる看護職員や喀痰研修修了者など
医療的ケアの実施できる職員が不足している

現在の職員体制で受け入れた場合、限られた日数しかサービス
提供できない

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手
薄になる不安がある

他の利用者への影響や関係性に不安がある

支援に関しスキルアップを図る機会（研修等）や外部のサポート
を得る機会が少ない

その他

無回答

全体 [n=612] 評価されている [n=91] 評価されていない [n=290] わからない [n=197]

19.6 

20.1 

18.6 

69.7 

67.9 

71.4 

9.5 

10.3 

9.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=419]

生活介護のみ [n=224]

多機能型 [n=161]

受け入れ可能 おおむね受け入れ可能だが難しい場合もある 受け入れは難しい 無回答
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③強度行動障害を有する者の受け入れ状況 

強度行動障害を有する者の受け入れに関し、現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価を聞いたとこ

ろ、「受け入れコストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）」が 45.6%、

「受け入れコストを一部評価したものになっている（基本報酬・加算である程度のコストはカバーできる）」

が 25.5%となっている。 

図表 34 強度行動障害の受け入れに関する現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価 

 
 

強度行動障害を有する利用者の有無別で見ると、強度行動障害を有する利用者がいる事業所では、「受け

入れコストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）」の割合が高いも

のの、「受け入れコストを一部評価したものになっている（基本報酬・加算である程度のコストはカバーで

きる）」も比較的高い割合となっている。 

図表 35 強度行動障害の受け入れに関する現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価（利用者有無別） 

 
 

  

3.9 

3.0 

6.2 

25.5 

27.6 

25.7 

45.6 

50.5 

41.2 

18.5 

14.7 

19.9 

4.4 

3.0 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

受け入れコストを十分評価したものになっている（基本報酬・加算でコストをおおむねカバーできる）

受け入れコストを一部評価したものになっている（基本報酬・加算である程度のコストはカバーできる）

受け入れコストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）

その他

わからない

無回答

3.9 

5.9 

25.5 

35.2 

13.4 

45.6 

45.5 

47.0 

18.5 

9.4 

31.2 

4.4 

5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

有 [n=341]

無 [n=247]

受け入れコストを十分評価したものになっている（基本報酬・加算でコストをおおむねカバーできる）

受け入れコストを一部評価したものになっている（基本報酬・加算である程度のコストはカバーできる）

受け入れコストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）

その他

わからない

無回答
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強度行動障害を有する者の受け入れに関し、強度行動障害を有する者の受け入れの課題を聞いたところ、

「他の利用者への影響や関係性に不安がある」が 65.7%と最も多く、次いで、「現在の職員体制で受け入れ

た場合、他の利用者へのケアが手薄になる不安がある」が 63.4%となっている。 

図表 36 強度行動障害を有する者の受け入れの課題〔複数回答〕 

 
 

  

41.7 

29.7 

45.8 

25.3 

63.4 

65.7 

19.0 

5.7 

6.7 

39.6 

28.8 

43.8 

23.1 

63.4 

65.2 

17.1 

7.5 

6.3 

44.7 

30.5 

47.8 

27.9 

63.7 

68.1 

21.7 

3.5 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

強度行動障害を有する者への意思決定支援に基づいた個別
支援が難しい

強度行動障害に対応できる職員（強度行動障害者支援者
養成研修、行動援護従業者養成研修修了者等）が不足し

ている

現在の職員体制で受け入れた場合、限られた日数しかサービ
ス提供できない

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手
薄になる不安がある

他の利用者への影響や関係性に不安がある

支援に関しスキルアップを図る機会（研修等）や外部のサポー
トを得る機会が少ない

その他

無回答

全体 [n=612] 生活介護のみ [n=333] 多機能型 [n=226]



44 

強度行動障害を有する利用者の有無別で受け入れの課題を見ると、強度行動障害を有する利用者がいない

事業所で、「強度行動障害に対応できる職員が不足している」「施設・設備面で受け入れが難しい」等の課

題をあげる割合が比較的高くなっている。 

図表 37 強度行動障害を有する者の受け入れの課題（利用者有無別）〔複数回答〕 

 
 

  

41.7 

29.7 

45.8 

25.3 

63.4 

65.7 

19.0 

5.7 

6.7 

34.9 

31.4 

37.5 

24.3 

64.8 

68.0 

19.1 

6.2 

4.7 

53.8 

28.3 

59.1 

27.5 

64.4 

64.8 

19.8 

5.3 

5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

強度行動障害を有する者への意思決定支援に基づいた個別
支援が難しい

強度行動障害に対応できる職員（強度行動障害者支援者
養成研修、行動援護従業者養成研修修了者等）が不足し

ている

現在の職員体制で受け入れた場合、限られた日数しかサービ
ス提供できない

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手
薄になる不安がある

他の利用者への影響や関係性に不安がある

支援に関しスキルアップを図る機会（研修等）や外部のサポー
トを得る機会が少ない

その他

無回答

全体 [n=612] 有 [n=341] 無 [n=247]
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強度行動障害を有する者の受け入れに関する現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価の別で、強度

行動障害を有する者の受け入れの課題を見ると、受け入れが基本報酬等で評価されていると感じる事業所に

比べて、評価されていないと感じる事業所で課題をあげる割合が高くなっている項目が多いが、「強度行動

障害を有する者への意思決定支援に基づいた個別支援が難しい」については、評価されていると感じる事業

所で割合が高くなっている。 

図表 38 強度行動障害を有する者の受け入れの課題（基本報酬等評価別）〔複数回答〕 

 
 

強度行動障害を有する利用者がいない事業所に、強度行動障害を有する者の受け入れ可否を聞いたところ、

「受け入れは難しい」が 60.7%となっている。 

図表 39 強度行動障害を有する者の受け入れ可否 

 

41.7 

29.7 

45.8 

25.3 

63.4 

65.7 

19.0 

5.7 

6.7 

33.9 

33.9 

32.2 

22.8 

62.2 

67.2 

17.2 

5.6 

5.0 

47.0 

29.7 

53.4 

29.0 

69.9 

67.7 

20.1 

5.7 

1.8 

47.8 

30.1 

59.3 

26.5 

63.7 

71.7 

22.1 

5.3 

2.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

強度行動障害を有する者への意思決定支援に基づいた個別支
援が難しい

強度行動障害に対応できる職員（強度行動障害者支援者養
成研修、行動援護従業者養成研修修了者等）が不足して…

現在の職員体制で受け入れた場合、限られた日数しかサービス
提供できない

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手
薄になる不安がある

他の利用者への影響や関係性に不安がある

支援に関しスキルアップを図る機会（研修等）や外部のサポート
を得る機会が少ない

その他

無回答

全体 [n=612] 評価されている [n=180] 評価されていない [n=279] わからない [n=113]

25.5 

32.7 

21.2 

60.7 

50.5 

67.3 

11.7 

15.0 

8.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=247]

生活介護のみ [n=107]

多機能型 [n=104]

受け入れ可能 おおむね受け入れ可能だが難しい場合もある 受け入れは難しい 無回答
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④医療的ケアを要する者（重心以外）の受け入れ状況 

医療的ケアを要する者（重心以外）の受け入れに関し、現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価に

ついて聞いたところ、「受け入れコストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いつい

ていない）」が 44.9%となっている。 

図表 40 医療的ケアの受け入れに関する現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価 

 
 

医療的ケアを要する利用者の有無別で見ると、医療的ケアを要する利用者がいる事業所では、「受け入れ

コストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）」の割合が高くなって

いる。 

図表 41 医療的ケアの受け入れに関する現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価（利用者有無別） 

 
 

  

12.1 

11.4 

13.7 

44.9 

49.2 

39.8 

33.3 

31.5 

35.8 

6.7 

5.1 

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

受け入れコストを十分評価したものになっている（基本報酬・加算でコストをおおむねカバーできる）

受け入れコストを一部評価したものになっている（基本報酬・加算である程度のコストはカバーできる）

受け入れコストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）

その他

わからない

無回答

12.1 

17.5 

10.8 

44.9 

59.8 

43.0 

33.3 

15.5 

37.5 

6.7 

4.1 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

有 [n=97]

無 [n=491]

受け入れコストを十分評価したものになっている（基本報酬・加算でコストをおおむねカバーできる）

受け入れコストを一部評価したものになっている（基本報酬・加算である程度のコストはカバーできる）

受け入れコストがあまり評価されていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）

その他

わからない

無回答
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医療的ケアを要する者（重心以外）の受け入れに関し、受け入れの課題を聞いたところ、「看護職員や喀

痰研修修了者など医療的ケアの実施できる職員が不足している」が 69.6%と最も多く、次いで、「医療的ケ

アの提供が難しい」が 63.7%、「施設・設備面で受け入れが難しい」が 63.4%となっている。 

図表 42 医療的ケアを要する者（重心以外）の受け入れの課題〔複数回答〕 

 
 

  

63.4 

63.7 

24.7 

69.6 

35.9 

52.3 

25.0 

22.9 

3.1 

6.4 

64.3 

63.4 

23.4 

71.5 

36.9 

50.5 

26.7 

21.6 

2.7 

5.1 

65.0 

68.1 

25.2 

69.0 

35.0 

55.3 

24.3 

25.2 

4.0 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

医療的ケアの提供が難しい

医療的ケアを要する者への意思決定支援に基づいた個別支
援が難しい

看護職員や喀痰研修修了者など医療的ケアの実施できる職
員が不足している

現在の職員体制で受け入れた場合、限られた日数しかサービ
ス提供できない

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手
薄になる不安がある

他の利用者への影響や関係性に不安がある

支援に関しスキルアップを図る機会（研修等）や外部のサポー
トを得る機会が少ない

その他

無回答

全体 [n=612] 生活介護のみ [n=333] 多機能型 [n=226]
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医療的ケアを要する利用者の有無別で受け入れの課題を見ると、医療的ケアを要する利用者がいない事業

所で、「看護職員や喀痰研修修了者など医療的ケアの実施できる職員が不足している」「医療的ケアの提供

が難しい」「施設・設備面で受け入れが難しい」等の課題をあげる割合が比較的高くなっている。 

図表 43 医療的ケアを要する者（重心以外）の受け入れの課題（利用者有無別）〔複数回答〕 

 

  

63.4 

63.7 

24.7 

69.6 

35.9 

52.3 

25.0 

22.9 

3.1 

6.4 

42.3 

25.8 

19.6 

57.7 

48.5 

42.3 

15.5 

19.6 

7.2 

10.3 

68.4 

72.5 

25.7 

73.5 

33.8 

54.4 

26.9 

23.4 

2.2 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

医療的ケアの提供が難しい

医療的ケアを要する者への意思決定支援に基づいた個別支
援が難しい

看護職員や喀痰研修修了者など医療的ケアの実施できる職
員が不足している

現在の職員体制で受け入れた場合、限られた日数しかサービ
ス提供できない

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手
薄になる不安がある

他の利用者への影響や関係性に不安がある

支援に関しスキルアップを図る機会（研修等）や外部のサポー
トを得る機会が少ない

その他

無回答

全体 [n=612] 有 [n=97] 無 [n=491]
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医療的ケアを要する者（重心以外）の受け入れに関する現在の生活介護の基本報酬及び各種加算の評価の

別で、医療的ケア者の受け入れの課題を見ると、受け入れが基本報酬等で評価されていると感じる事業所に

比べて、評価されていないと感じる事業所で課題をあげる割合が比較的高くなっている。また、評価につい

て「わからない」という事業所では、「施設・設備面で受け入れが難しい」「医療的ケアの提供が難しい」等

の割合が高くなっている。 

図表 44 医療的ケアを要する者（重心以外）の受け入れの課題（基本報酬等評価別）〔複数回答〕 

 
 

医療的ケアを要する利用者のいない事業所に、医療的ケアを要する利用者の受け入れ可否を聞いたところ、

「受け入れは難しい」が 73.1%となっている。 

図表 45 医療的ケアを要する者（重心以外）の受け入れ可否 
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63.7 

24.7 

69.6 

35.9 

52.3 

25.0 

22.9 
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6.4 

53.7 

51.2 

17.1 

58.5 

34.1 

45.1 

20.7 

15.9 

1.2 
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58.5 

62.2 

25.1 

71.6 

39.6 

57.8 

23.6 

24.4 

3.6 

3.6 

80.9 

79.4 

28.9 

78.9 

36.8 

54.9 

29.4 

26.5 

2.5 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

医療的ケアの提供が難しい

医療的ケアを要する者への意思決定支援に基づいた個別支援
が難しい

看護職員や喀痰研修修了者など医療的ケアの実施できる職員
が不足している

現在の職員体制で受け入れた場合、限られた日数しかサービス
提供できない

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手
薄になる不安がある

他の利用者への影響や関係性に不安がある

支援に関しスキルアップを図る機会（研修等）や外部のサポート
を得る機会が少ない

その他

無回答

全体 [n=612] 評価されている [n=82] 評価されていない [n=275] わからない [n=204]

12.8 

12.8 

12.3 

73.1 

72.8 

74.9 

12.4 

12.8 

11.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=491]

生活介護のみ [n=257]

多機能型 [n=195]

受け入れ可能 おおむね受け入れ可能だが難しい場合もある 受け入れは難しい 無回答
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⑤生活介護のサービス提供時間別利用者数 

生活介護のサービス提供時間別の実利用者数を聞いたところ、令和５年９月では、１事業所あたりの平均

で合計 22.1 人のうち、６時間以上７時間未満が 13.0 人と多くなっている。令和６年９月では、合計 22.7

人のうち、６時間以上７時間未満が 14.1 人と多くなっている。 

図表 46 令和５年９月のサービス提供時間別の実利用者数 

（単位：人） 全体 [n=554] 生活介護のみ 
[n=302] 

多機能型 
[n=210] 

３時間未満 0.2 0.2 0.3 
３時間以上４時間未満 0.2 0.3 0.2 
４時間以上５時間未満 0.5 0.6 0.4 
５時間以上６時間未満 3.8 4.3 3.3 
６時間以上７時間未満 13.0 15.4 11.2 
７時間以上８時間未満 4.1 5.1 3.0 
８時間以上9時間未満 0.3 0.4 0.2 
合計 22.1 26.3 18.6 

図表 47 令和６年９月のサービス提供時間（個別支援計画の標準的な支援時間）別の実利用者数 

事業所形態 
（単位：人） 全体 [n=576] 生活介護のみ 

[n=316] 
多機能型 
[n=215] 

３時間未満 0.2 0.2 0.3 
３時間以上４時間未満 0.3 0.2 0.6 
４時間以上５時間未満 0.3 0.3 0.3 
５時間以上６時間未満 2.2 2.4 2.0 
６時間以上７時間未満 14.1 17.0 12.0 
７時間以上８時間未満 4.7 5.5 4.1 
８時間以上9時間未満 0.8 0.9 0.5 
合計 22.7 26.5 19.7 
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⑥個別支援計画で定める標準的な支援時間の配慮規定に該当する時間の加算 

個別支援計画で定める標準的な支援時間の配慮規定に該当する時間の加算について聞いたところ、「利用

時間が短時間（サービス提供時間が６時間未満）にならざるを得ない利用者についての受け入れ準備、申し

送り等にかかる時間」を加算しているところが 19.0%、「送迎時に実施した居宅内での介助等（着替え、ベ

ッド・車椅子への移乗、戸締り等）に要する時間」を加算しているところが 13.1%、「利用者が必要とする

サービスを提供する事業所が当該利用者の居住する地域にない場合等であって、送迎に要する時間が往復３

時間以上となる場合」を加算しているところが 7.7%となっている。なお、「無回答」は該当のない場合で、

71.9%となっている。 

当該時間の加算を行っている事業所に、該当者の人数を聞いたところ、平均で、「利用者が必要とするサ

ービスを提供する事業所が当該利用者の居住する地域にない場合等であって、送迎に要する時間が往復３時

間以上となる場合」が 10.2 人、「利用時間が短時間（サービス提供時間が６時間未満）にならざるを得ない

利用者についての受け入れ準備、申し送り等にかかる時間」が 5.2 人、「送迎時に実施した居宅内での介助

等（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締り等）に要する時間」が 5.7 人となっている。 

図表 48 個別支援計画で定める標準的な支援時間の配慮規定に該当する時間の加算〔複数回答〕 

 
図表 49 配慮規定に該当する時間を加算している人数 

（単位：人） 全体 [n=43] 生活介護のみ 
[n=36] 多機能型 [n=6] 

利用者が必要とするサービスを提供する事業所が当該利用者の居住する地域
にない場合等であって、送迎に要する時間が往復３時間以上となる場合 10.2 10.3 10.0 

（単位：人） 全体 [n=112] 生活介護のみ 
[n=72] 

多機能型 
[n=34] 

利用時間が短時間（サービス提供時間が６時間未満）にならざるを得ない利
用者についての受け入れ準備、申し送り等にかかる時間 5.2 6.3 3.4 

（単位：人） 全体 [n=77] 生活介護のみ 
[n=52] 

多機能型 
[n=22] 

送迎時に実施した居宅内での介助等（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締
り等）に要する時間 5.7 6.0 5.3 

 

  

7.7 

19.0 

13.1 

71.9 

11.1 

21.9 

15.6 

67.3 

4.0 

16.4 

11.1 

76.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者が必要とするサービスを提供する事業所が当該利用者
の居住する地域にない場合等であって、送迎に要する時間が

往復３時間以上となる場合

利用時間が短時間（サービス提供時間が６時間未満）にな
らざるを得ない利用者についての受け入れ準備、申し送り等に

かかる時間

送迎時に実施した居宅内での介助等（着替え、ベッド・車椅
子への移乗、戸締り等）に要する時間

無回答

全体 [n=612] 生活介護のみ [n=333] 多機能型 [n=226]
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(3) 生活介護の各種サービス、各種加算等の状況 

①延長支援の状況 

生活介護の延長支援の実施状況については、「実施していない」が 87.3%、「実施している」が 10.5%

となっている。 

図表 50 生活介護の延長支援の実施状況 

 
 

延長支援を実施している事業所に、延長支援の時間帯におけるサービス提供及び職員配置の状況について

聞いたところ、「通常時間帯よりも少ない職員配置だが、通常時間帯とほぼ同じ内容のサービスを提供して

いる」が 42.2%、「通常時間帯よりも少ない職員配置で、通常時間帯と異なる内容のサービスを提供してい

る」が 31.3%となっている。 

図表 51 延長支援の時間帯におけるサービス提供及び職員配置の状況 
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12.4 

87.3 

90.1 

85.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

実施している 実施していない 無回答

17.2 
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25.0 

6.3 

13.3 

42.2 

43.3 

39.3 

31.3 

30.0 

35.7 

3.1 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=64]

生活介護のみ [n=30]

多機能型 [n=28]

通常時間帯とほぼ同じ職員配置で、通常時間帯とほぼ同じ内容のサービスを提供している

通常時間帯とほぼ同じ職員配置だが、通常時間帯とは異なる内容のサービスを提供している

通常時間帯よりも少ない職員配置だが、通常時間帯とほぼ同じ内容のサービスを提供している

通常時間帯よりも少ない職員配置で、通常時間帯と異なる内容のサービスを提供している

その他

無回答
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延長支援を実施している事業所に、延長支援加算の算定状況を聞いたところ、令和５年９月では、「算定

していない」が 49.2%となっている。算定している事業所では、「延長時間１時間以上」が 22.2%、「延

長時間１時間未満」が 12.7%となっている。 

令和６年９月では、「算定していない」が 42.2%、算定している事業所では、「所要時間 9 時間以上 10

時間未満」が 31.3%、「所要時間 10 時間以上 11 時間未満」が 15.6%、「所要時間 12 時間以上」が 4.7%

となっている。なお、「無回答」が比較的多くなっているが、算定していない事業所が回答しなかった場合

等が含まれると推察される。 

参考として、令和６年９月のサービス提供時間別実利用者数の回答から、「８時間以上９時間未満」の利

用者（前年度まで延長支援加算の対象、当年度は当該区分の基本報酬対象）がいる事業所の割合を見たとこ

ろ、10.2%であった。 

図表 52 延長支援加算の算定状況_令和５年９月〔複数回答〕 

 
図表 53 延長支援加算の算定状況_令和６年９月〔複数回答〕 

 
図表 54 延長支援加算の算定延べ日数 

（単位：日） 全体 [n=15] 生活介護のみ [n=9] 多機能型 [n=5] 

令和５年９月 
延長時間１時間未満 14.9 15.7 16.4 
延長時間１時間以上 12.4 13.3 8.2 

（単位：日） 全体 [n=20] 生活介護のみ [n=13] 多機能型 [n=6] 

令和６年９月 

所要時間9時間以上10時間未満 17.6 17.2 17.5 
所要時間10時間以上11時間未満 7.6 6.8 8.2 
所要時間11時間以上12時間未満 0.1 0.2 0.0 
所要時間12時間以上 1.4 2.1 0.2 
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27.6 

14.3 

17.9 

60.7 

17.9 
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延長時間１時間未満

延長時間１時間以上

算定していない

無回答

全体 [n=63]
生活介護のみ [n=29]
多機能型 [n=28]
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42.2 
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36.7 

13.3 
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26.7 

30.0 

11.4 

25.0 

17.9 
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7.1 

57.1 

14.3 

7.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所要時間9時間以上10時間未満

所要時間10時間以上11時間未満

所要時間11時間以上12時間未満

所要時間12時間以上

算定していない

無回答

（参考）８時間以上9時間未満の該当事業所（基本報酬
算定）

全体 [n=64]
生活介護のみ [n=30]
多機能型 [n=28]
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延長支援に関し、日中一時支援事業（地域生活支援事業）の併設実施の状況を聞いたところ、令和５年９

月では、「日中一時支援事業を併設していない」が 52.4%となっている。令和６年９月では、「日中一時支

援事業を併設していない」が 51.0%となっている。なお、「無回答」が比較的多くなっているが、併設して

いない事業所が回答しなかった場合等が含まれると推察される。 

図表 55 日中一時支援事業（地域生活支援事業）の併設実施の状況_令和５年９月 

 
図表 56 日中一時支援事業（地域生活支援事業）の併設実施の状況_令和６年９月 

 
 

日中一時支援事業を併設している事業所に、事業の月額請求額を聞いたところ、令和５年９月、令和６年

９月いずれも請求のある事業所の平均で、令和５年９月が 208,380 円、令和６年９月が 200,505 円となっ

ている。 

図表 57 日中一時支援事業の請求額 

（単位：円） 全体 [n=109] 生活介護のみ [n=60] 多機能型 [n=39] 

令和５年９月 208,380 279,187 137,035 
令和６年９月 200,505 270,612 127,756 
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10.7 

14.1 

14.6 

12.5 

24.0 

24.8 

22.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=597]

生活介護のみ [n=323]

多機能型 [n=224]

日中一時支援事業を併設していない

日中一時支援事業を併設しているが、当該時間帯のサービス提供は行っていない

日中一時支援事業を併設し、当該時間帯のサービス提供を行っている

無回答

51.0 

50.8 

52.7 

10.0 

8.7 

11.5 

2.0

1.5

2.2

12.4 

13.2 

11.5 

24.7 

25.8 

22.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

日中一時支援事業を併設していない

日中一時支援事業を併設しているが、当該時間帯のサービス提供は行っていない

日中一時支援事業を併設し、当該時間帯のサービス提供を行っている（日中一時支援の利用から、生活介護の延
長支援による対応に移行した者がいる）
日中一時支援事業を併設し、当該時間帯のサービス提供を行っている（日中一時支援の利用から、生活介護の延
長支援による対応に移行した者はいない）
無回答
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②入浴支援の状況 

生活介護の入浴支援の実施状況は、「実施していない」が 52.8%、「実施している」が 42.3%となって

いる。 

図表 58 生活介護の入浴支援の実施状況 

 
 

入浴支援を実施している事業所に、入浴支援を実施した利用者の実人数・平均時間を聞いたところ、１事

業所あたりの平均で、入浴支援を実施した利用者が 11.9 人、利用者１人１回あたりの平均時間が 32.3 分と

なっている。 

図表 59 入浴支援を実施した利用者の実人数・平均時間 

（単位：人、分） 全体 [n=222] 生活介護のみ 
[n=125] 多機能型 [n=68] 

入浴支援を実施した利用者 
入浴支援を実施した利用者の実人数  11.9 12.9 11.1 
利用者１人１回あたりの平均時間 32.3 33.7 31.3 

 
入浴支援を実施している事業所のうち、対象者に強度行動障害を有する者がいる事業所に限定して入浴支

援の実人数・平均時間を見た場合は、入浴支援を実施した利用者 14.7 人のうち強度行動障害を有する者は

3.4 人、利用者１人１回あたりの平均時間は全体 28.8 分に対し強度行動障害を有する者は 29.8 分となって

いる。 

図表 60 入浴支援を実施した利用者の実人数・平均時間（対象者に強度行動障害を有する者がいる事業所） 

（単位：人、分） 全体 [n=68] 生活介護のみ 
[n=49] 多機能型 [n=17] 

入浴支援を実施した利用者 
入浴支援を実施した利用者の実人数  14.7 15.8 11.2 
利用者１人１回あたりの平均時間 28.8 28.5 30.5 

うち、強度行動障害を有する
者 

入浴支援を実施した利用者の実人数  3.4 3.7 2.3 
利用者１人１回あたりの平均時間 29.8 28.7 34.1 

 
入浴支援を実施している事業所のうち、対象者に重症心身障害者がいる事業所に限定して入浴支援の実人

数・平均時間を見た場合は、入浴支援を実施した利用者 14.8 人のうち重症心身障害者は 7.8 人、利用者１

人１回あたりの平均時間は全体 32.9 分に対し重症心身障害者は 35.6 分となっている。 

図表 61 入浴支援を実施した利用者の実人数・平均時間（対象者に重症心身障害者がいる事業所） 

（単位：人、分） 全体 [n=88] 生活介護のみ 
[n=50] 多機能型 [n=31] 

入浴支援を実施した利用者 
入浴支援を実施した利用者の実人数  14.8 16.3 13.8 
利用者１人１回あたりの平均時間 32.9 34.1 32.3 

うち、重症心身障害者 
入浴支援を実施した利用者の実人数  7.8 9.6 5.8 
利用者１人１回あたりの平均時間 35.6 36.9 33.7 

 

42.3 

42.6 

37.2 

52.8 

53.5 

57.5 

4.9 

3.9 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

実施している 実施していない 無回答
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入浴支援を実施している事業所のうち、対象者に医療的ケア者がいる事業所に限定して入浴支援の実人数・

平均時間を見た場合は、入浴支援を実施した利用者 15.2 人のうち医療的ケア者は 2.8 人、利用者１人１回

あたりの平均時間は全体 34.7 分に対し医療的ケア者は 39.6 分となっている。 

図表 62 入浴支援を実施した利用者の実人数・平均時間（対象者に医療的ケア者がいる事業所） 

（単位：人、分） 全体 [n=49] 生活介護のみ 
[n=32] 多機能型 [n=13] 

入浴支援を実施した利用者 
入浴支援を実施した利用者の実人数  15.2 16.8 10.5 
利用者１人１回あたりの平均時間 34.7 33.3 38.5 

うち、医療的ケアを要する者
（重心以外） 

入浴支援を実施した利用者の実人数  2.8 2.6 2.2 
利用者１人１回あたりの平均時間 39.6 38.9 41.9 

 
入浴支援を実施している事業所に、入浴支援加算の算定状況を聞いたところ、「算定していない」が 54.1%、

「算定している」が 44.8%となっている。 

図表 63 入浴支援加算の算定状況 

 
図表 64 入浴支援加算の算定日数 

（単位：日） 全体 [n=111] 生活介護のみ [n=67] 多機能型 [n=35] 
算定日数 38.7 45.9 27.9 

 
入浴支援を実施しており、入浴支援加算を算定していない事業所に、算定しない理由を聞いたところ、「利

用者に加算要件の該当者（医療的ケアの必要な者、重症心身障害者）がいない」が 78.6%と多くなっている。 

図表 65 入浴支援加算を算定していない理由〔複数回答〕 

 

44.8 

50.0 

42.9 

54.1 

50.0 

53.6 3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=259]

生活介護のみ [n=142]

多機能型 [n=84]

算定している 算定していない 無回答

78.6 

3.6 

1.4 

13.6 

5.7 

78.9 

1.4 

0.0 

16.9 

5.6 

80.0 

2.2 

2.2 

13.3 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者に加算要件の該当者（医療的ケアの必要な者、重症
心身障害者）がいない

利用者に加算要件の該当者がいるが、設備、体制等の問題
で該当者への入浴支援が提供できない

利用者に加算要件の該当者がおり、入浴支援を提供できる
が、該当者の利用希望や本人の体調等により、当該月に入浴

支援を提供する機会がなかった

その他

無回答

全体 [n=140] 生活介護のみ [n=71] 多機能型 [n=45]
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③送迎の状況 

生活介護の利用者に対する送迎実施状況については、「送迎を行っている（送迎車両を利用）」が 93.3%

と多くなっている。 

図表 66 生活介護の利用者に対する送迎実施状況 

 
 

送迎を行っている事業所に、送迎人数等について聞いたところ、１事業所あたりの平均で、送迎人数（送

迎１回１台あたり）が 4.8 人、同乗する職員数（運転手除く、送迎１回１台あたり）が 0.8 人となっている。 

図表 67 送迎人数等 

（単位：人） 全体 [n=542] 生活介護のみ [n=303] 多機能型 [n=198] 
送迎人数（送迎１回１台あたり） 4.8 4.9 4.9 
同乗する職員数（運転手除く、送迎１回１台あたり） 0.8 0.8 0.7 

 
事業所の利用者で強度行動障害を有する者、重症心身障害者の割合が半数以上かどうかで同乗する職員数

（運転手除く）を見ると、いずれも 50%以上の事業所で、同乗する職員数の多い傾向が見られる。 

図表 68 送迎に同乗する職員数（強度行動障害者・重心者の割合別） 

（単位：人） 全体 
[n=542] 

強度行動障害を有する者の割合 重症心身障害者の割合 
50%以上 
[n=95] 

50%未満 
[n=434] 

50%以上 
[n=48] 

50%未満 
[n=481] 

同乗する職員数（運転手除く、送迎１回１台あたり） 0.8 0.9 0.7 0.9 0.7 

 
送迎に同乗する職員（運転手除く）の職種は、「生活支援員」が 91.6%と多くなっている。 

図表 69 送迎に同乗する職員の職種〔複数回答〕 

 

93.3 

95.5 

92.0 

3.8 

2.7 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

送迎を行っている（送迎車両を利用）
送迎を行っている（付き添いのみ等、送迎車両を利用しない）
送迎を行っていない
その他
無回答

91.6 

28.5 

4.3 

0.5 

0.8 

9.7 

2.5 

95.6 

28.4 

1.3 

0.0 

0.4 

10.0 

1.7 

87.7 

29.0 

6.5 

0.7 

1.4 

7.2 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活支援員

看護職員

理学療法士・作業療法士

言語聴覚士

認定特定行為業務従事者

その他

無回答

全体 [n=393] 生活介護のみ [n=229] 多機能型 [n=138]
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事業所の利用者で強度行動障害を有する者、重症心身障害者の割合が半数以上かどうかで同乗者の職種を

見ると、重症心身障害者の割合が 50%以上の事業所で、「看護職員」の同乗する割合が高くなっている。 

図表 70 送迎に同乗する職員の職種（強度行動障害者・重心者の割合別）〔複数回答〕 

 
 

送迎車両の状況については、１回の送迎に使用する車両台数が平均 3.6 台、１回の送迎に要する１台あた

りの平均時間が 62.8 分、１回の送迎に要する１台あたりの平均走行距離が 21.5 ㎞となっている。 

図表 71 送迎車両の状況 
 全体 [n=513] 生活介護のみ [n=295] 多機能型 [n=182] 

１回の送迎に使用する車両台数（台） 3.6 3.7 3.5 
１回の送迎に要する１台あたりの平均時間（分） 62.8 65.7 58.6 
１回の送迎に要する１台あたりの平均走行距離（km） 21.5 22.0 21.6 

 

  

91.6 

28.5 

4.3 

0.5 

0.8 

9.7 

2.5 

97.4 

17.9 

0.0 

0.0 

0.0 

5.1 

1.3 

90.4 

31.4 

5.6 

0.7 

1.0 

11.2 

3.0 

74.4 

72.1 

14.0 

0.0 

4.7 

16.3 

2.3 

94.1 

23.1 

3.3 

0.6 

0.3 

9.2 

2.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活支援員

看護職員

理学療法士・作業療法士

言語聴覚士

認定特定行為業務従事者

その他

無回答

全体 [n=393]

強度行動障害を有する者の割合が50%以上 [n=78]

強度行動障害を有する者の割合が50%未満 [n=303]

重症心身障害者の割合が50%以上 [n=43]

重症心身障害者の割合が50%未満 [n=338]
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送迎を行っている事業所に、送迎加算の算定状況を聞いたところ、令和５年９月では、「送迎加算（Ⅰ）

で加算の上乗せ有」が 39.5%、「送迎加算（Ⅰ）で加算の上乗せ無」が 26.8%、「送迎加算（Ⅱ）で加算の

上乗せ有」が 11.8%、「送迎加算（Ⅱ）で加算の上乗せ無」が 7.7%となっている。 

令和６年９月では、「送迎加算（Ⅰ）で加算の上乗せ有」が 41.2%、「送迎加算（Ⅰ）で加算の上乗せ無」

が 25.7%、「送迎加算（Ⅱ）で加算の上乗せ有」が 11.4%、「送迎加算（Ⅱ）で加算の上乗せ無」が 7.9%

となっている。なお、「無回答」が比較的多くなっているが、算定していない事業所が回答しなかった場合

等が含まれると推察される。 

図表 72 送迎加算の算定状況_令和５年９月〔複数回答〕 

 
図表 73 送迎加算の算定状況_令和６年９月〔複数回答〕 

 

  

39.5 

26.8 

11.8 

7.7 

2.2 

15.4 

42.2 

26.0 

10.7 

8.1 

1.6 

14.6 

41.5 

28.0 

10.6 

6.3 

1.4 

16.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

送迎加算（Ⅰ）⇒加算の上乗せ有

送迎加算（Ⅰ）⇒加算の上乗せ無

送迎加算（Ⅱ）⇒加算の上乗せ有

送迎加算（Ⅱ）⇒加算の上乗せ無

送迎加算の算定なし

無回答

全体 [n=557] 生活介護のみ [n=308] 多機能型 [n=207]

41.2 

25.7 

11.4 

7.9 

1.9 

16.1 

43.7 

24.2 

11.6 

8.8 

1.3 

14.5 

43.8 

27.9 

9.1 

5.3 

1.0 

17.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

送迎加算（Ⅰ）⇒加算の上乗せ有

送迎加算（Ⅰ）⇒加算の上乗せ無

送迎加算（Ⅱ）⇒加算の上乗せ有

送迎加算（Ⅱ）⇒加算の上乗せ無

送迎加算の算定なし

無回答

全体 [n=571] 生活介護のみ [n=318] 多機能型 [n=208]
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④人員配置体制加算の算定状況 

人員配置体制加算の算定状況は、令和５年９月では、「人員配置体制加算（Ⅰ）」が 34.5%、「人員配置

体制加算（Ⅱ）」が 18.1%、「人員配置体制加算（Ⅲ）」が 12.9%となっている。令和６年９月では、「人

員配置体制加算（Ⅰ）」が 37.6%、「人員配置体制加算（Ⅱ）」が 15.2%、「人員配置体制加算（Ⅲ）」が

12.6%、「人員配置体制加算（Ⅳ）」が 11.3%となっている。 

図表 74 人員配置体制加算の算定状況_令和５年９月 

 
図表 75 人員配置体制加算の算定状況_令和６年９月 

 
 
⑤喀痰吸引等実施加算の算定状況 

喀痰吸引等実施加算の算定状況は、「加算を算定していない」が 86.3%となっている。 

図表 76 喀痰吸引等実施加算の算定状況 

 
 

34.5 

36.5 

37.1 

18.1 

16.4 

21.4 

12.9 

14.6 

11.2 

25.6 

26.0 

23.2 

8.9 

6.5 

7.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=597]

生活介護のみ [n=323]

多機能型 [n=224]

人員配置体制加算（Ⅰ） 人員配置体制加算（Ⅱ） 人員配置体制加算（Ⅲ）

いずれも算定していない 無回答

37.6 

41.7 

38.1 

15.2 

13.8 

18.1 

12.6 

12.9 

12.4 

11.3 

11.1 

10.6 

17.3 

16.2 

15.0 

6.0 

4.2 

5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

人員配置体制加算（Ⅰ） 人員配置体制加算（Ⅱ） 人員配置体制加算（Ⅲ）

人員配置体制加算（Ⅳ） いずれも算定していない 無回答

5.9 

6.9 

5.3 

86.3 

87.7 

85.4 

7.8 

5.4 

9.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=612]

生活介護のみ [n=333]

多機能型 [n=226]

加算を算定している 加算を算定していない 無回答
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⑥重度障害者支援加算の算定状況 

重度障害者支援加算の算定状況については、令和５年９月では、「重度障害者支援加算（Ⅰ）」が 4.5%、

「重度障害者支援加算（Ⅱ） 体制評価 7 単位のみ」が 15.2%、「重度障害者支援加算（Ⅱ） 体制評価 7

単位+個別評価 180 単位」が 22.1%となっている。 

令和６年９月では、「重度障害者支援加算（Ⅰ）」が 4.6%、「重度障害者支援加算（Ⅱ） 個別評価 360

単位のみ」が 28.3%、「重度障害者支援加算（Ⅲ） 個別評価 180 単位のみ」が 25.3%となっている。 

図表 77 重度障害者支援加算の算定状況_令和５年９月〔複数回答〕 

 
図表 78 重度障害者支援加算の算定状況_令和６年９月〔複数回答〕 

 

  

4.5 

15.2 

22.1 

55.9 

9.2 

5.6 

18.0 

26.6 

51.4 

7.1 

3.6 

13.8 

19.6 

59.4 

9.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重度障害者支援加算（Ⅰ）

重度障害者支援加算（Ⅱ） 体制評価7単位のみ

重度障害者支援加算（Ⅱ） 体制評価7単位+個別評価
180単位

いずれも算定していない

無回答

全体 [n=597] 生活介護のみ [n=323] 多機能型 [n=224]

4.6 

28.3 

4.4 

25.3 

2.9 

51.5 

10.1 

5.1 

35.7 

5.1 

29.1 

3.0 

45.6 

7.5 

4.4 

22.6 

4.4 

24.3 

3.5 

56.2 

10.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重度障害者支援加算（Ⅰ）

重度障害者支援加算（Ⅱ） 個別評価360単位のみ

重度障害者支援加算（Ⅱ） 個別評価360単位+150単
位※

重度障害者支援加算（Ⅲ） 個別評価180単位のみ

重度障害者支援加算（Ⅲ） 個別評価180単位+150単
位※

いずれも算定していない

無回答

全体 [n=612] 生活介護のみ [n=333] 多機能型 [n=226]
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(4) 事業収支の状況 

生活介護の事業収入・支出（月平均）について聞いたところ、令和５年度は、１事業所あたりの平均で、

事業収入が 6,120,346 円、うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入が 290,403 円、事業支出が

5,795,398 円、うち、人件費が 4,306,748 円となっている。収支差率は 5.3%となっている。 

令和６年度上期は、事業収入が 6,009,228 円、うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入が 332,029

円、事業支出が 5,309,003 円、うち、人件費が 3,944,882 円となっている。収支差率は 11.7%となってい

る。 

図表 79 生活介護の事業収入・支出（月平均）令和５年度 

（単位：円） 全体 [n=383] 生活介護のみ [n=226] 多機能型 [n=138] 
事業収入 6,120,346 6,420,347 5,502,283 
うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入 290,403 279,240 291,033 
事業支出 5,795,398 5,901,942 5,444,702 
うち、人件費 4,306,748 4,334,129 4,133,508 
収支差率 5.3% 8.1% 1.0% 

図表 80 生活介護の事業収入・支出（月平均）令和６年度上期 

（単位：円） 全体 [n=391] 生活介護のみ [n=232] 多機能型 [n=140] 
事業収入 6,009,228 6,604,436 5,080,531 
うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入 332,029 343,001 311,239 
事業支出 5,309,003 5,643,002 4,788,530 
うち、人件費 3,944,882 4,164,444 3,626,446 
収支差率 11.7% 14.6% 5.7% 

 
事業収入・支出に関し、令和５年度と令和６年度上期の比較を行うために、対象を令和５年度と令和６年

度上期の両方を回答している事業所として集計を行った。事業収入、事業支出とも減少しているが、収支差

率は上昇傾向が見られる。 

図表 81 生活介護の事業収入・支出（月平均） 令和５年度と令和６年度上期いずれも計上している事業所 

（単位：円） 全体 [n=383] 生活介護のみ 
[n=226] 

多機能型 
[n=138] 

令和５年度 

事業収入 6,120,346 6,420,347 5,502,283 
うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入 290,403 279,240 291,033 
事業支出 5,795,398 5,901,942 5,444,702 
うち、人件費 4,306,748 4,334,129 4,133,508 
収支差率 5.3% 8.1% 1.0% 

令和６年度上期 

事業収入 6,086,250 6,717,605 5,121,378 
うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入 337,326 350,374 314,041 
事業支出 5,374,067 5,734,623 4,826,038 
うち、人件費 3,998,108 4,239,445 3,656,270 
収支差率 11.7% 14.6% 5.8% 
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令和５年度と令和６年度上期の両方を回答している事業所について、令和５年度、令和６年度上期の収支

を赤字・黒字の状況で見ると、「令和５・６とも黒字」が 60.3%と多くなっている。令和５年度から令和６

年度の収支差率の上下で見ると、「収支差率上昇」した事業所が 64.2%、「収支差率低下」した事業所が

35.8%となっており、事業所数においても収支差率は上昇傾向となっている。 

図表 82 生活介護の収支における赤字・黒字状況 

 
図表 83 生活介護の収支における収支差率の上下の状況 

 
 

令和５年度と令和６年度上期の両方を回答している事業所の、令和５年度、令和６年度上期の収支を法人

種別で見ると、社会福祉法人、営利法人、ＮＰＯ法人のいずれも収支差率は上昇傾向が見られる。 

事業所の利用者で強度行動障害を有する者、重症心身障害者の割合が半数以上かどうかで区分して収支を

見ると、いずれも収支差率は上昇しているが、重症心身障害者が 50%以上の事業所で、収支差率の低い傾向

が見られる。 

図表 84 生活介護の事業収入・支出（月平均） 令和５年度と令和６年度上期いずれも計上している事業所 

（法人種別） 

（単位：円） 全体 [n=383] 

社会福祉法人
（社会福祉協
議会以外） 
[n=230] 

営利法人（株
式･合名･合資･

合同会社） 
[n=53] 

特定非営利活
動法人（ＮＰ
Ｏ） [n=65] 

令和５年度 

事業収入 6,120,346 7,553,441 3,074,421 4,324,229 
うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入 290,403 377,474 140,621 196,905 
事業支出 5,795,398 7,141,975 2,821,820 4,035,095 
うち、人件費 4,306,748 5,449,348 1,781,483 2,826,982 
収支差率 5.3% 5.4% 8.2% 6.7% 

令 和 ６ 年 度
上期 

事業収入 6,086,250 7,376,459 3,486,618 4,526,865 
うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入 337,326 416,548 202,341 254,935 
事業支出 5,374,067 6,585,969 2,891,106 3,826,710 
うち、人件費 3,998,108 5,007,943 1,850,478 2,787,972 
収支差率 11.7% 10.7% 17.1% 15.5% 
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図表 85 生活介護の事業収入・支出（月平均） 令和５年度と令和６年度上期いずれも計上している事業所 

（強度行動障害を有する者の割合別） 

（単位：円） 全体 [n=383] 50%以上 
[n=78] 

50%未満 
[n=298] 

令和５年度 

事業収入 6,120,346 8,140,366 5,632,559 
うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入 290,403 418,174 257,879 
事業支出 5,795,398 7,594,822 5,359,344 
うち、人件費 4,306,748 5,783,314 3,950,452 
収支差率 5.3% 6.7% 4.9% 

令和６年度上期 

事業収入 6,086,250 8,660,990 5,433,053 
うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入 337,326 544,669 283,554 
事業支出 5,374,067 7,355,309 4,875,737 
うち、人件費 3,998,108 5,701,497 3,568,848 
収支差率 11.7% 15.1% 10.3% 

 

図表 86 生活介護の事業収入・支出（月平均） 令和５年度と令和６年度上期いずれも計上している事業所 

（重症心身障害者の割合別） 

（単位：円） 全体 [n=383] 50%以上 
[n=30] 

50%未満 
[n=346] 

令和５年度 

事業収入 6,120,346 5,014,980 6,251,450 
うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入 290,403 225,026 296,863 
事業支出 5,795,398 5,226,779 5,874,790 
うち、人件費 4,306,748 3,903,594 4,367,703 
収支差率 5.3% -4.2% 6.0% 

令和６年度上期 

事業収入 6,086,250 5,400,105 6,163,595 
うち、福祉・介護職員処遇改善加算等による収入 337,326 286,906 342,128 
事業支出 5,374,067 5,182,760 5,408,095 
うち、人件費 3,998,108 3,913,497 4,019,735 
収支差率 11.7% 4.0% 12.3% 

 
 
 

  


